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はじめに 
 
 
（１）中越沖地震からの復興にあたっての基本認識 
    －過去３年間で２度の大規模地震に見舞われた新潟県中越地方－ 
 ●平成16年10月の中越大震災、平成19年７月の中越沖地震と、新潟県中越
地方は３年に満たない間に２度の地震に襲われた。 
 ●２つの地震はいずれもマグニチュード6.8という大規模なものであったが、
各地震が地域に与えた被害の様相は全く異なる。 
 
   [中越大震災と中越沖地震の被害状況の対比] 
中 越 大 震 災 ■中山間地型の地震。公共インフラが大きな打撃を受け、孤立集落が多数発生 
中 越 沖 地 震 
■典型的な地方中堅都市を襲った生活直撃型の地
震。被災地には、世界最大級の発電量を有する
原子力発電所が立地 
 
 ●これら２つの地震を合わせると、町場と平場、山場と海辺といった地方都
市における地震被災のひとつの典型が示される。津波と豪雪が重ならなか
ったのは、不幸中の幸いであった。 
 ●両地震から問われているのは「持続可能性」である。前回の中越大震災で
は山場の持続可能性が問われたが、今回の中越沖地震では中心市街地の持
続可能性が問われている。 
 ●しかし、地震からの復興プロセスに関しては、全く異なる可能性がある。
例えば、中越大震災では、応急仮設住宅から住宅再建に至るまでの間に時
間的な猶予があったため、「復旧」と「復興」という２段階のプロセスを
経ることができた。これに対して、中越沖地震の場合は「特定非常災害」
に指定されなかったため、仮設住宅への入居期限が２年間に限定されてい
るなど時間的余裕が少ないことから、「復旧・復興」の同時進行が求めら
れている。 
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（２）本ビジョンの位置付け 
    －地域への影響分析と事例の提示－ 
 ●復興に向けたビジョンは、本来、夢と計画の橋渡しの役割を担うべきもの
であり、被災地の住民・企業・自治体等の全員が共有したい「夢」の像を
描く必要がある。 
 ●しかし、中越沖地震では、地域経済に与えるインパクトが大きいと予想さ
れる原子力発電所について、国の調査・対策委員会と県の技術委員会が調
査検討中の段階であることから、今後の動向が白紙の状態となっている。
このため、中越大震災の時とは異なり、現時点においてひとつの明確な将
来像を描くことが難しい状況にある。 
 ●このような現状を踏まえ、本ビジョンでは、地域の住民・自治体が今後の
まちづくりの方向性を検討する際の参考となるような、影響分析と事例等
を提示するにとどめている。 
 ●なお、本ビジョンは、今回の中越沖地震における特徴的な被害に関する復
興の在り方を中心に検討を行ったものであり、道路等の社会資本や公共施
設の復旧、災害医療対策等については言及していないことを申し添える。 
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１．中越沖地震の特徴 
 
 ●３年前に発生した中越大震災では、新幹線・高速道路等の高速交通網が寸
断され、中山間地では孤立集落が発生したほか、全村避難を余儀なくされ
るなどの被害も発生した。 
 ●これに対して、今回の中越沖地震においては、次のような被害の発生が特
徴として挙げられる。 
 
（１）生活直撃型の被災 
    －都市的生活直撃型の被災－ 
 ●今回の中越沖地震は、都市部で暮らす住民の生活、企業の事業活動を直撃
した「都市的生活直撃型」の被災となった。その特徴は、以下の４点に集
約される。 
 
    ・地盤液状化も影響し、住宅・宅地に甚大な被害が発生 
    ・商店街を含む中心市街地に甚大な被害が発生 
    ・商業・製造業・農林水産業関係者の生産設備等に甚大な被害が発生 
    ・世界市場にまで影響する生産・流通面での被害が発生 
 
 
（２）復興途中での再度の被災 
    －中越大震災からの復興のさなかでの再被災－ 
 ●中越沖地震は、中越大震災からの復興途上にあった中越地方を再び襲う形
となったため、住宅の修復や再建、移転にようやく目処がついた段階であ
ったにもかかわらず、再び被災された方々も相当数にのぼる。被災者の中
には、二重、三重の住宅ローンを抱え、先行きの生活に不安を持つ人たち
も少なくない。 
 ●地元事業者に関しても、中越大震災の被害からの復旧を果たしたばかりの
工場・店舗等に再度被害を受けたところもみられるなど、地域住民同様、
度重なる被災の影響が大きく残されることとなった。 
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（３）原子力発電所の被災 
    －国内外に衝撃を与えた原子力発電所立地地域での大地震発生－ 
 ●中越沖地震では、マグニチュード6.8という大地震が原子力発電所の立地
地域を直撃した。わが国では、これまでにも女川原子力発電所や志賀原子
力発電所が地震の被害を受けた事例はあるが、今回のように大規模な地震
が原子力発電所の立地地域を襲ったケースは、はじめてのことである。 
 ●原子力発電所立地地域の被災は、地域住民に不安・不信を与えるなど、地
元に大きな衝撃を与えることとなった。その衝撃は、柏崎・刈羽地域にと
どまらず、新潟県全体、さらには国内外へと広がった。 
 ●また、原子力発電所の被災は、県内の広範な分野に風評被害を及ぼした。
その影響は、中越大震災からの復興途上にあった本県の観光産業などへと
広がり、今なおその影響は残されている。 
 
 
[中越沖地震と中越大震災の比較] 
 新潟県中越沖地震 新潟県中越大震災 
発 生 日 平成19年７月16日 平成16年10月23日 
マ グ ニ チ ュ ー ド Ｍ６．８ Ｍ６．８ 
震 央 地 名 新潟県上中越沖 川口町 
震 源 の 深 さ 17 km 13 km 
?
 ?
 ?
 
最 大 震 度 震度６強 震度７ 
死   者          15名       68名 
負  傷  者 
（重軽傷者）        2,315名      4,795名 
全   壊        1,319棟        3,175棟 
半   壊 大規模半壊：  857棟 半   壊：4,764棟 
大規模半壊： 2,166棟 
半   壊：11,642棟 
被 害 状 況 
一 部 損 壊       34,658棟    104,840棟 
県 管 理 施 設 277箇所 7,686百万円 1,485箇所 68,280百万円 
市町村管理施設 969箇所 10,422百万円 2,054箇所 44,000百万円 
公共土木施設災害 
(金額：査定決定額) 
[ 合  計 ] 1,246箇所 18,108百万円 3,539箇所 112,280百万円 
災害関連緊急事業 
( 県 ) 17箇所 3,132百万円 78箇所 22,775百万円 
地域防災がけ崩れ 
対策事業(市町村) 23箇所 673百万円 42箇所 1,075百万円 土 砂 災 害 対 策 
(金額：事業採択額) [ 合  計 ] 40箇所 3,805百万円 119箇所 23,850百万円 
地 震 の 特 質 都市型 生活直撃型 
中山間地型 
インフラ打撃型 
（注１）被害状況：中越沖地震は平成 19年 12月 13日現在、中越大震災は平成 19年８月 23
日現在 
（注２）公共土木施設災害・土砂災害対策：中越沖地震は平成 19年 12月６日現在、中越大震
災は平成 19年８月 23日現在 
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２．復興の課題 
 
（１）地域住民の生活再建 
    －被災者の生活再建支援が最優先事項－ 
 ●３年前の中越大震災は、道路・橋梁・トンネル等の公共インフラに大きな
被害が発生した「インフラ打撃型」の地震であった。このため、復興に際
しては、公共事業の活用などによる財政支援を受けられる要素が比較的大
きかった。 
 ●一方、今回の中越沖地震は、地域住民の住宅・財産等を襲った「生活直撃
型」の地震であったため、既存制度による生活再建の支援が手薄な分野も
あり、住民に大きな負担がのしかかるという問題が発生している。とりわ
け、高齢世帯や二重三重のローンを背負う場合などには、自力での生活再
建の目処が立たない被災者が多数にのぼっている。 
 ●このため、復興にあたっては、被災者の生活再建支援に最優先で取り組み、
生業支援、雇用対策など緊急性の高い支援策から順次実施することで、一
日も早く笑顔を取り戻せるような対応を図っていく必要がある。 
 ●既に、新潟県中越沖地震復興基金事業として、住宅再建支援、宅地地盤被
害対応、商業再開支援、農林水産業再開支援等のハード面での対応のほか、
医療・福祉、こころのケア、生活再建プログラム等のソフト面での対応が
進められているところだが、引き続き被災者一人ひとりに着目した、きめ
細やかな支援が望まれる。 
 
 
（２）風評被害への対応 
    －県内全域に及んだ風評被害への対策は喫緊の課題－ 
 ●中越沖地震では、地震による直接的な被害に原子力発電所の被災が重なっ
たこともあり、県内の様々な分野に風評被害が発生した。 
 ●とりわけ、風評被害による深刻な影響を受けたのは、県内の観光産業であ
る。本県の観光地は、３年前に発生した中越大震災からようやく立ち直り
かけていたところであったが、今回の地震によって再び観光客の落ち込み
に見舞われた。 
 ●また、製造業や農林水産業等の事業活動、大学や専修学校の入学募集にお
いても、イメージ低下等に伴う影響が懸念される事態を引き起こした。 
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 ●本県を襲った度重なる自然災害とその後の風評被害は、将来的な本県のイ
メージダウンを招くことに加え、観光客の集客や企業の誘致などにまで影
響を及ぼす可能性がある。このため、被災体験をバネにして災害に強い地
域づくりを進めるとともに、被災地、そして本県全体のさらなる魅力向上
に取り組んでいくことが必要である。 
 
 
（３）原子力発電所の動向 
    －地域経済・社会に影響を及ぼす可能性のある原子力発電所の動向－ 
 ●中越沖地震で被災した柏崎刈羽原子力発電所に関しては、現在、検査中の
段階であり、先行きについては白紙の状態である。 
 ●このため、本ビジョンでは、これまで原子力発電所が立地地域及び本県全
体に与えてきた経済的な影響等について整理するだけにとどめている。 
 
 ①経済的側面からみた原子力発電所の位置付け 
  雇用面  
   ●原子力発電所は、関連企業の雇用を含め、柏崎・刈羽地域における雇用機会
を創出している。 
 
  [柏崎・刈羽地域の就業人口と原子力発電所の従業者数] 
 柏崎・刈羽地域の就業人口  ■ 約50,000人 
  原子力発電所関連の従業者数 
 ■ 約6,000人 
   うち地元雇用者：約4,800人 
   うち県外雇用者：約1,200人 
 （地域就業人口の１割強に相当） 
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  財政面  
   ●関係自治体の歳入の中で、原子力発電所関連の税収等は、かなりの部分を占
めている。 
 
  [原子力発電所に関連した税収等（平成17年度数値）] 
 原子力発電所関連の歳入・交付金総額 ■ 約300億円 
 
県 歳 入 
法人２税、 
固定資産税（大規模）、 
核燃料税、電源交付金 
■ 約180億円 
 （一般会計歳入総額の１％強に相当） 
 
柏崎市歳入 
法人住民税、固定資産税、 
使用済み核燃料税、 
電源交付金 
■ 約90億円 
 （一般会計歳入総額の約２割に相当） 
 
刈羽村歳入 法人住民税、固定資産税、 電源交付金 
■ 約30億円 
 （一般会計歳入総額の約５割に相当） 
 
周辺市町村 電源交付金 ■ 約５億円 
   （注）県歳入の電源交付金には、一般家庭や立地企業への電気料の給付金が含まれている。 
 
 
  経済面  
   ●新潟県産業連関表に基づいた試算によると、原子力発電所による地元企業等
への発注、関連従業者の地元消費による地域への経済波及効果は、約 1,100
億円と推計される。 
 
  [原子力発電所による経済波及効果] 
 原子力発電所の立地に伴う地域への 
 経済波及効果（年間） 
■ 約1,100億円 
（地域ＧＤＰの約２割に相当） 
 
地元発注金額による 
生産誘発効果 
 定期検査、機械修理、 
 清掃、 資材調達等 ■ 約850億円 
 
関連従業者による 
消費支出誘発効果  従業員消費等 ■ 約250億円 
 
資料：上記３つの表の数値は、新潟県、東京電力提供のデータを基に 
   当会議で試算・加工したもの。 
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 ②他県事例にみる基幹産業・中核企業の閉鎖・縮小が地域経済に及ぼす影響 
  ●原子力発電所は、柏崎・刈羽地域において基幹産業的な役割を果たしている。 
  ●産業構造や地理的条件等に違いはあるが、次に示すように、地方都市における
基幹産業または中核企業の閉鎖・縮小は、地域の経済・社会に大きな影響を及
ぼすものであり、柏崎・刈羽地域においても影響は避けられない可能性がある。 
  ●このため、当地域では、将来的な地域の方向性について、抜本的な整理・検討
を進めていく必要がある。 
 
   北海道夕張市の事例  
   ●北海道夕張市では、地域の基幹産業であった炭鉱の閉鎖、その後のリゾート
開発破綻等の影響が重なり、昭和35年のピーク時には10万人を超えていた
人口が、平成18年にはその10分の１に近い約１万4,000人にまで減少した。 
   ●同時に、地域の事業所数も約1,800（昭和35年）から約900（平成13年）へ
と半減したほか、小売業商店数は約1,000（昭和35年）から約200（平成14
年）へ、小・中学校数は約30（昭和34年）から約10（平成15年）へと減少
するなど、その後の地域経済・社会の構造を大きく変貌させることとなった。 
   ●こうした中、当市では、地域の再活性化に向けて官民を挙げた各種施策を展
開しているところである。 
 
   岩手県釜石市の事例  
   ●岩手県釜石市では、地域における中核企業であった新日鉄釜石の事業縮小等
に伴い、当市の事業所数は約3,000（昭和41年）から約2,500（平成16年）
へと減少し、従業者数も約３万人（昭和 41年）から約１万 7,000人（平成
16年）へと２分の１程度にまで減少した。 
   ●同時に、昭和 38年のピーク時に約９万 2,000人に達していた人口は、平成
18年時点で約４万3,000人とほぼ半減したほか、小売業商店数も約1,100（昭
和 41年）から約 700（平成 16年）へと減少するなど、中核企業の事業縮小
等に伴う雇用機会の減少は、地域に大きな影響を及ぼすこととなった。 
   ●このような状況の中、当市では、ものづくり技術を活かした産業振興やエコ
タウン構想等を進めることで、新たなまちづくりに取り組んでいるところで
ある。
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３．中越沖地震復興のコンセプト 
 
    －相互依存関係を活かした都市の復興を目指す－ 
 
 ●今回の地震が示したことは、都市構造のレベルから産業･経済等の分野まで
含めて、都市内外で多様な相互依存関係を築くことの重要さであり、一つ
のものに過度に依存することの危うさである。 
 ●多様な相互依存関係の重要性を示したのが交通体系である。地震被害を受
けて遮断された道路もあったが、複数ルートが生きていたことと、海上か
らの補給が可能であったことが、被災地域への人員･物資等の早期の送り込
みを可能とした。 
 ●一つのものに過度に依存することの危うさは、自動車部品供給停止により
国内の自動車メーカーが操業停止に陥ったリケン被災と東京電力柏崎刈羽
原子力発電所の運転停止が示している。 
 
 ******************************************************************** 
 
 ●全国の地方都市に共通の課題であるが、商店街も含めた柏崎市の中心市街
地は、人口減少、少子高齢化、郊外化の進展などにより活力を失いつつあ
るときに、地震により大被害を受けた。旧に復するだけでは先細りは明ら
かであり、中心市街地の活力回復のためには、思い切った復興策が必要で
ある。 
 ●中心市街地の活力回復にも、相互依存関係の形成が大きな鍵となる。かつ
ては、中心市街地内部で住宅、商店、駅、公共施設などの諸施設とそれを
利用する人々の間に強い相互依存関係があったが、それが失われてしまっ
たために活力が低下した。復興にあたっては、施設と人の間に新しい相互
依存関係を生み出すことが必要である。 
 
 ******************************************************************** 
 
 ●相互依存関係に関し、今回の地震が３年前の地震以上に大きく示したこと
は、地縁コミュニティの重要さとともに、各種のネットワークで生まれる
ネットコミュニティともいうべき新しいコミュニティの重要さである。今
回の地震でも、隣近所や地域による安否確認、相互助け合い、避難所生活
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の支えあいなど地縁コミュニティが大きな力を発揮したが、それと同時に、
地震直後からメールが飛び交い、多様なネットワークで地縁を越えた助け
合いや支援が多方面にわたり展開された。今後の社会においては、地縁コ
ミュニティとネットコミュニティは地域を支える、いわば車の両輪の役割
を果たすと考えられる。 
 ●３年前の中越大震災から復興途上にある被災中山間地（旧山古志村等）の
いくつかの集落では、地縁コミュニティを維持しつつ都市の若者やボラン
ティア等とネットワークを形成し、自己完結型から外部との相互依存関係
型へと転換を図るところが現れており、都市と中山間地の間に新しい交流
が生まれつつある。 
 ●中越沖地震では、出雲崎などの海辺の町も大きな被害を受けた。海辺の町
や漁村は中山間地と同様の課題を抱えており、ここでも外部との交流促進
が必要である。 
 
 ******************************************************************** 
 
 ●３年に満たない間の２度の大規模地震被災とその豪雨、豪雪という災害体
験から痛感されることは、中越という地域内での市民、行政、企業等の連
携と情報共有化の重要性である。災害体験とそこから得た教訓は、災害対
応、被災対応、復旧、復興等の諸段階で多分野において活かされた。今後、
地域内で一層の連携と情報共有を進めるとともに、他地域、他都市へも伝
えていく必要がある。 
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４．復興の方向性 
 
（１）生活再建への支援 
   －被災者への早急な支援を目指す－ 
 ●中越沖地震の被災者に対しては、物的な被害だけに着目した再建支援では
なく、各々の被災状況に応じた、きめ細やかな人的支援を図っていくこと
が必要である。 
 ●とりわけ、中越沖地震の場合は、特定非常災害特別措置法の指定が受けら
れなかったことから仮設住宅の入居期限が２年間に限定されているため、
中越大震災時のような期限延長が認められない状況にある。 
 ●こうした実態を踏まえ、早急に次のような被災者の住宅再建等への対応や
検討を図っていくことが求められる。 
 
  住宅再建、宅地地盤の復旧  
  ●中越沖地震の復興に際しては、被災者の宅地復旧、住宅再建が最も重要な課題
である。 
  ●住宅再建や宅地地盤復旧は自力での復旧・再建が原則であるが、被災者生活再
建支援法、国の補助事業、復興基金の活用により、被災者に対する支援を図る。 
 
     [具体的な取り組み案] 
      ■ 住宅再建融資制度等を活用した被災者支援 
 
  復興公営住宅の整備  
  ●中越沖地震の被災者は、自力での住宅再建が難しい高齢世帯が多数を占めてい
る点にひとつの特徴がある。このような実態を考慮し、住宅の自力再建と合わ
せて、民間による整備の誘導策も含めた被災地の市町村の責任による良質な賃
貸住宅の供給を推進し、定住人口の維持・増加を図る。 
  ●少子高齢化が進行する中、持ち家が基本とされてきたわが国の住宅政策、都市
政策は方向転換すべき時期を迎えている。こうした中、当地域を国内における
地方都市再生のモデルケースとして、復興住宅の供給とそれを核とした街づく
りを推進する。 
 
     [具体的な取り組み案] 
      ■ 被災者公営住宅整備 
      ■ 高齢者等を対象とした公営賃貸住宅の整備 
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（２）都市・地域の再生 
   －コンパクトシティによるまちづくりを目指す－ 
 ●少子高齢化や人口減少の進行を踏まえると、今後の地方都市のひとつの在
り方として、「コンパクトシティ」の考え方が注目される。 
 ●柏崎市においても、中越沖地震発生の６ヵ月前に発表された第４次総合計
画の中で「コンパクトシティ構想」が掲げられていたが、復興に向けて被
災地がまちづくりを進めるにあたっては、都市機能をまちなかに集約した
「コンパクトシティ」を目指すことが有効であると考えられる。 
 ●コンパクトシティの理念に基づいて、被災地がこれから都市・地域の再生
を図っていくためには、次のような視点が必要である。 
 
  コンパクトシティ構想の推進  
  ●コンパクトシティとは、歩いて移動できる範囲に、役場、商店、病院、学校等
の諸施設が一体的に整備され、しかも、それらを支える定住人口があるまち、
すなわち「歩いて暮らせるまち」と言うことができる。 
  ●このような概念に基づくコンパクトシティ構想の推進により、全国における都
市再生のモデルケースと成り得るようなまちづくりを目指す。 
 
     [具体的な取り組み案] 
      ■ 新たな都市計画における「コンパクトシティ」の推進 
      ■ 都市計画のモデルケースと成り得るまちづくり 
 
  都市機能の集約化、複合化  
  ●コンパクトシティの推進に際しては、都市が有する様々な機能を集約化・複合
化することが不可欠である。このため、住宅、商店、企業、役場、病院、大学、
アミューズメントなど、中心市街地から郊外へと流出した諸施設を再び街なか
に引き戻すことにより、都市の再構築を図る。 
  ●都市機能の集約化・複合化を進める場合には、商店街への福祉機能の整備、複
数の医療施設を核としたメディカルタウンの推進、公営住宅と商業・業務施設
の融合など、多様な機能・サービスを相互に連携させていくことが必要である。
具体的なまちづくりの方向性・手法に関しては、地元関係者を中心に協議・検
討を行う。 
 
     [具体的な取り組み案] 
      ■ 福祉施設と融合した商店街づくり 
■ 中心市街地に医療施設を集積したメディカルタウンの推進 
      ■ 公営住宅と商業・業務施設の合築 
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  地域内及び他地域との連携強化  
  ●かつては、当地域には都市内のみならず、都市と農山漁村の間にも強い相互依
存関係が形成され、それぞれに強いコミュニティが形成されていた。しかしな
がら、今日ではこのような相互依存関係の消滅が都市のみならず農山漁村の活
力低下や衰退減少を招く一因となっていることから、地域内さらには他地域と
の連携を強化することで、コミュニティの再構築を図る。 
  ●地域における住民間の交流促進に向けて、市街地と郊外、都市部と農山漁村等
を結ぶ交通体系の充実を図る。 
  ●地域における交流・連携を通じた相互依存関係の再構築を図るため、コミュニ
ティ産業に対する支援を図る。 
  ●定住人口の減少や都市と地方における地域間格差の拡大が社会問題化する中、
ＪＲ在来線の高規格化など、鉄道・道路・空路等の交通利便性をより高めるこ
とで、他地域との交流促進を図る。 
 
     [具体的な取り組み案] 
      ■ 農山漁村での都市住民との交流、受入促進 
■ 公共交通に加え、コミュニティバス、乗り合いタクシーなどの交通体
系の整備検討 
      ■ コミュニティ産業の育成・振興 
      ■ ＪＲ越後線の高規格化による新潟～柏崎～上越間における高速アク
セスの確保の検討 
 
  景観等地域文化、歴史の情報発信  
  ●今回の中越沖地震の被災により、当地域における古くからのまち並みや文化財
等は大きく損なわれることとなった。今後の復興に際しては、こうした地域固
有の歴史・文化等を再認識しながら、地域の独自性を活かしたまちづくりを推
進する。 
  ●震災からの復興を通じて、地域の新しい歴史・文化の創出を目指すとともに、
地域における魅力・誇りの向上を図る。 
 
     [具体的な取り組み案] 
      ■ 被災地域の住民や企業等が主体となった地域の文化・歴史に関する勉
強会、見学会の実施 
      ■ 景観に関するガイドライン等の検討 
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（３）地域防災力の強化 
    －防災力強化による事業継続性の確保を目指す－ 
 ●新潟県中越地方は、過去３年の間に、２度の大規模地震に加えて豪雨・豪
雪といった自然災害に見舞われたが、その反面、度重なる災害の体験を基
に、地域には防災・安全に関する豊富なノウハウ、技術、人材等が蓄積さ
れつつあることから、今後はそれらを共有化・体系化を図っていく必要が
ある。 
 ●このため、今後は蓄積されたノウハウ等を地域内で共有するとともに、災
害や事故の発生を想定した地域防災に対する取り組みを進めていくことが
求められる。 
 ●同時に、中越地方は、蓄積したノウハウ・技術を次代に伝承していくこと
で、わが国における地方都市の危機管理モデル拠点としての役割を果たし
ていかなければならない。 
 ●地域防災力の強化を図っていくためには、次のような対応が必要である。 
 
  地域内ＢＣＰの策定推進  
   ●中越地方をはじめ、県内各地の企業には、これまでの被災経験を活かして防
災や事業復旧に関するノウハウが蓄積されている。各企業が保有する災害発
生時の対応等をまとめたマニュアルを整備するほか、被災時の事業継続性の
確保に向けて個別企業のＢＣＰ（Business Continuity Plan：事業継続計画）
策定を推進することにより、各企業の「レジリエンシ （ーしなやかな復元力）」
の底上げを図る。また、個別企業での対応が困難な中小企業に対しては、地
域の産業団地、業界団体・組合など同業他社との共助体制づくりを支援する。 
   ●ＢＣＰを地域社会に適用させた社会セキュリティ（Societal Security注)）
の考え方に基づいて、官民が連携を図りながら、地域型ＢＣＰの策定を検討
する。 
   ●災害時における企業の事業継続を支援するため、行政（県・市町村）のＢＣ
Ｐの導入・充実、並びに地域内での官・民の連携を強化する。 
 
社会セキュリティ（Societal Security） 
 ■ISO/TC233で議論されている、すべての組織・住民を含めたコミュ
ニティの事業・業務継続マネジメントの概念 
 
     [具体的な取り組み案] 
      ■ 個別企業・業界団体・組合等におけるＢＣＰ策定 
      ■ 地域型ＢＣＰの策定 
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  被災経験・ノウハウの活用と官・民の情報共有体制の確立  
  ●２度にわたる大規模地震からも明らかなように、災害発生時における企業の事
業継続性の確保は、コミュニティにとっても地域経済・雇用維持の観点からも
極めて重要な課題である。このため、今後の事故・災害に備えるべく、地域内
で企業と地元自治体等の連携による共助・公助体制の仕組みづくりを整備する。 
  ●災害発生時の民間企業による支援活動を迅速に進めるため、県内主要企業と各
自治体間における災害協定の締結を推進すると同時に、災害時の行政による特
定企業支援の考え方（ガイドラインなど）についても検討を図る。 
  ●中越大震災・中越沖地震で被災した企業の復旧ノウハウ（成功体験・失敗体験）
を県内で共有化・体系化するとともに、企業の防災力・レジリエンシー強化に
よって今後の災害に備えるべく、県内企業による「寄り合い（連絡会、研究会、
勉強会等）の発足などを検討する。なお、この「寄り合い」は、災害時の企業
間互助センターとしての役割も担うものとする。 
  ●地域内の地理や災害危険箇所等のほか、公共施設の状況を熟知した建設業者の
育成を図る。 
 
     [具体的な取り組み案] 
      ■ 公助・共助体制の設計とインセンティブ創出の検討 
      ■ 災害協定の締結促進と行政による地域において基幹的な役割を果た
している特定企業に対する優先支援の検討 
      ■ 防災・事業継続に関する「寄り合い（連絡会、研究会、勉強会等）」
の発足と災害時企業互助センター機能の検討 
      ■ 防災対策に強い地元建設業者の育成 
 
  震災アーカイブスの整備  
  ●これまでの地震体験を通じて中越地方に蓄積された防災・救災等に関する情
報・知恵・ノウハウは、国内外における今後の防災対策の拡充に向けた重要な
財産である。これらを一体的に収集・整理した震災アーカイブスを、中越地方
に整備する。 
  ●整備された震災アーカイブスを活用して、中越地方から全国に向けて防災や危
機管理に関する情報発信を行う。 
 
     [具体的な取り組み案] 
      ■ 震災の資料・画像・映像等を収集・再構成したアーカイブスの整備 
      ■ 防災・危機管理等に関する研究及び情報発信 
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（４）風評被害の払拭 
    －全県を挙げて新潟県の活性化を目指す－ 
 ●今回の中越沖地震は、海水浴等の観光シーズンのさなかにあった柏崎市や
出雲崎町などの観光面に深刻な影響を及ぼした。さらに、原子力発電所の
被災をきっかけとした風評被害が県内全域へと広がり、中越大震災後の誘
客強化に取り組んでいた県内の各観光地では宿泊等のキャンセルが相次い
だほか、農林水産業や製造業などの幅広い産業にも影響が波及した。 
 ●このような風評被害はもちろんのこと、災害多発県という本県の印象を払
拭するためには、中越沖地震の被災地をはじめ、県内全体が一丸となって
新潟のイメージアップに取り組んでいくことが重要である。 
 ●風評被害の払拭と本県のイメージアップを図っていくためには、次のよう
な取り組みを展開していく必要がある。 
 
   観光等の振興  
   ●風評被害の払拭と観光・商業・農林水産業の振興に向けて、観光関係者・商
業者・農林水産業者等が連携しながら、豊かな自然や食、多様な温泉地、文
化歴史など、本県の魅力をアピールする各種イベントや首都圏での観光キャ
ンペーン等の継続的な取り組みを展開することにより、更なる活性化を図る。 
   ●同時に、先進事例等を参考にしながら、海外からの観光客誘致の強化・充実
策についても検討を図る。 
 
     [具体的な取り組み案] 
■ 観光イベント・キャンペーン等の展開 
■ 海外観光客の誘致強化 
      ■ 2009年新潟国体を契機とした交流人口の拡大 
      ■ 2009年ＮＨＫ大河ドラマ「天地人」を活用した観光活性化 
 
   新潟のイメージアップ  
   ●２度にわたる大規模地震は、本県全体に災害多発県という誤ったイメージを
全国に与え、今後の企業進出などにも影響を及ぼすことが懸念される。この
ため、地域防災力の強化を図りながら、本県に関する正確な情報発信を継続
的に行うことで、新潟県のイメージアップを図る。 
   ●被災を契機として、地元学術機関や商工団体、民間企業、自治体、他県関係
者等による災害・防災をテーマとしたコンベンションの誘致・創出を図りな
がら、「災害に強い新潟県」の姿を全国に向かってアピールする。 
 
     [具体的な取り組み案] 
      ■ インターネット等を通じた情報発信の強化 
      ■ 防災・救災をテーマとしたコンベンションの開催 
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５．原子力発電所の今後と地域づくり 
 
 ●第２章の復興の課題でも示した通り、現在、運転を停止している原子力発
電所の動向は白紙の状態であるが、将来的には、７機ある全ての原子炉の
運転が再開される場合や、部分的に運転が再開される場合、あるいはその
まま運転が再開されない場合など、幾つかのケースが考えられる。 
 ●本ビジョンでは、「安全性が確認された後で、運転が完全に再開されるケ
ース」と「最終的に、廃炉となるケース」という両極にある２通りのケー
スについて、それぞれが地域に及ぼす影響・課題、その際の取り組むべき
方向性を、次のように整理した。 
 
（１）ケース１への対応 
   －原子力発電所の安全性が確認された後、運転が完全に再開される
ケース－ 
 
 ①地域への影響と課題 
  ●原子力発電所の運転停止期間中も、点検や補修等の作業に伴う経済活動は行わ
れているが、稼動時に比べて業務量が減少するため、地域への経済波及効果も
縮小する注）。仮に、電力会社による地元企業等への発注量が半分程度に減少し
た状態で、停止期間が１年間となった場合について試算すると、地域における
生産誘発効果は約500億円、消費支出誘発効果は約150億円それぞれ減少する
ことになり、合わせて約 650億円の経済波及効果の喪失が見込まれる。このほ
か、自治体税収も平成17年度実績を基にすると約45億円（核燃料税と交付金
の一部）減少するなどの影響が生じることが予想される。原子力発電所の運転
停止期間がさらに長引くことになれば、これらの影響もより長期に及ぶことに
なるため、徐々に地域を疲弊させていく可能性がある。 
  ●一方、原子力発電所の運転が完全に再開される場合には、雇用面・財政面・経
済面におけるこれらの効果も、回復することが見込まれる。 
  ●その反面、柏崎・刈羽地域は、人口の減少、少子高齢化の進行、郊外化の進展
などに伴い、商店街を含めた中心市街地の空洞化が着実に進行しているうえ、
原子力発電所が自治体にもたらす財政面での効果も、固定資産税を中心として
徐々に減少傾向を辿っていることも事実である。 
  ●このような実態を踏まえると、原子力発電所の運転が完全に再開される場合で
あっても、人口と経済の縮小基調への対応は必須であることから、既存産業の
振興等を通じて特定産業への依存体質の転換を図るとともに、新しいまちづく
りの在り方について検討を進めていく必要がある。 
 
－18－ 
運転停止期間中の経済活動 
 ■柏崎刈羽原子力発電所では、調査点検作業の本格化に伴い、平成 19
年12月時点の関連従業者数は、ほぼ震災前の水準となっている。 
 ■原子力発電所の運転再開に際しては、改修工事や耐震補強工事等に
伴い、建設業等での受注増加が見込まれる。 
 ■但し、上記の効果・影響については現時点での想定が困難であるこ
とから、本ビジョンにおいては考慮していない。 
 
 ②復興にあたり、取り組むべき方向 
  ●当地域が活力を保持し、雇用機会を維持するためには、既存産業の高付加価値
化と競争力強化、新規企業の誘致等を図ることにより、地域経済や自治体財政
における原子力発電所への依存度をできるだけ低くしていくとともに、都市の
再生についても、旧に復するだけでなく、コンパクトシティ等新たなまちづく
りを推進していく必要がある。以下に、ケース１で考えられる具体的な取り組
みの方向性を提示した。 
 
 ア）地域産業の活性化 
   製造業の高付加価値化  
   ●柏崎・刈羽地域には、機械・金属加工や食品加工等の製造業が集積し、早く
から地域経済のけん引役を担ってきた。これら地場製造業の活性化は、地域
の経済発展や雇用の維持・拡大に不可欠である。 
   ●このため、今後も民間企業・学術機関・自治体等が連携しながら新製品・新
技術開発を推進し、高付加価値化や競争力強化を図ると同時に、中小企業の
取引機会の拡大や販路開拓に向けて、官民を挙げた取り組みを展開する。 
   ●また、工業団地への新規企業の誘致についても引き続き取り組む。 
 
     [具体的な取り組み案] 
      ■ 新製品・新技術の研究開発の推進 
      ■ 地元の企業・大学等との共同研究の推進 
      ■ 見本市・展示会を活用した販路開拓の推進 
 
   商業・サービス業の再生と新規創業  
   ●中越沖地震では、えんま通り商店街をはじめとする柏崎市内の中心商店街に
大きな被害が発生したが、被災した商業者を対象とした再生支援措置の拡充
を図るとともに、空き店舗の解消に向けて新規出店意欲のある商業者や創業
者に対する支援、商業・サービス業者の販路開拓を推進する。 
   ●中心商店街の復興に向けて、地元関係団体等との連携による復興イベントを
展開することによって市街地の活性化を図るとともに、復興を果たした被災
地の姿を全国に向けて発信する。
－19－ 
   ●商店街に福祉・介護等のサービス業や農林水産業の機能を複合化させるなど
新たな集客の仕掛けやにぎわいの創出を検討する。 
 
     [具体的な取り組み案] 
      ■ 商業・サービス業者の事業再建に対する支援 
      ■ 商店街等における新規創業者・開業者の育成 
      ■ まちづくりにおける商業・サービス業・農林水産業の連携強化 
      ■ 商店街・観光産業・学生などの地元関係者を核とした復興イベント 
        の展開 
 
   農林水産業の活力保持  
   ●被災地における農林水産業は、高齢化の進行や後継者の不足から、担い手の
減少をきたしている。本県の主要産業である農林水産業の維持・発展に向け
て、地域における第１次産業の将来的なビジョンを検討する。 
   ●農業では、被災を契機に稲作農家の組織化、経営の規模拡大や複合化・多角
化を推進する。 
   ●水産業では、被災施設の復旧支援により、漁業活動の効率化と鮮度管理の向
上を図り、産地間競争力を高める。 
   ●中心商店街の復興計画において、地場農林水産品の直売・直食施設等をまち
なかに整備するなどのハード面での支援とともに、首都圏等での販路開拓の
支援、地元の農林水産業と商業・観光産業等との連携など、ソフト面での支
援を展開する。 
 
     [具体的な取り組み案] 
      ■ 商業・観光産業における地場農林水産物の活用促進 
     ■ 直売・直食施設の整備やネスパス等を活用した農林水産品の販路 
        開拓促進 
     ■ 稲作農家の組織化、経営の規模拡大、複合化・多角化の推進 
 
   観光資源の再発掘  
   ●柏崎地域における最大の観光資源は、日本海である。マリンスポーツやクル
ージングなど、海を活かしたレジャーの充実を図るほか、既存の観光資源を
見直すことにより、今後の地域における観光の在り方を検討する。 
   ●全国の自治体や商工団体等を対象に、中越沖地震での被災状況と復旧・復興
に関する経緯やノウハウなどを観光資源とした視察旅行の導入を検討する。 
 
     [具体的な取り組み案] 
      ■ マリンスポーツの充実 
      ■ 往路は親不知で北陸自動車道を海から見上げ、復路はサンセットを楽
しむクルージングなど、新しい観光ルート等の整備 
      ■ 被災を活かした視察旅行などの検討 
－20－ 
 イ）構造変化に対応したまちづくり 
   コンパクトシティを目指した都市再生  
   ●平成12年をピークとして、柏崎市では年率１％、刈羽村では同３％の割合で
人口が減少に転じるなど、原子力発電所の動向にかかわらず当地域の人口は
減少傾向を辿っている。このため、第４章の復興の方向性でも示した「コン
パクトシティ」構想を進める中で、都市規模に応じた公共インフラの整備や、
都市計画の在り方について検討する。 
   ●行政サービスや福祉介護サービス、商業・サービス業等の機能を中心市街地
に集約化、複合化することで住民の利便性向上を図る。 
 
     [具体的な取り組み案] 
      ■ 人口規模に応じたコンパクトシティ構想の推進 
      ■ 行政サービス、介護サービス等の中心市街地への集約化と都市機能の
複合化 
 
   原子力発電所との新たな関係構築  
   ●中越沖地震の発生は、安全管理や情報発信の在り方等の観点からも、改めて
原子力発電所と立地地域の住民・自治体等との関係を問うものとなった。こ
のため、地元地域において原子力発電所の存在意義やメリット・デメリット
等について協議・検討を行い、将来的にも地域住民と原子力発電所が共存で
きるような信頼関係の構築を図る。 
   ●原子力を含めたエネルギーや安全・防災技術等に関する研究機関等の誘致・
拠点化を図るとともに、放射線治療等高度・専門的な医療施設等の誘致又は
整備について検討する。 
 
     [具体的な取り組み案] 
      ■ 地域住民と原子力発電所の信頼関係の構築 
      ■ 安全・防災技術や次世代エネルギー等の研究拠点化 
      ■ 放射線治療等の専門医療機関の誘致又は整備 
－21－ 
（２）ケース２への対応 
    －最終的に、原子力発電所が廃炉となる場合－ 
 
 ①地域への影響と課題 
  ●原子力発電所の廃炉により、一部の住民に広がる不安感は、大きく薄らぐもの
と思われる。 
  ●しかし、その一方で、地域における基幹的産業とも言うべき原子力発電所の廃
炉は、技術者をはじめとする人材の流出、関連産業の取引機会・雇用機会の喪
失に加え、地域内の商業・サービス業等の売上減少にもつながる可能性が高い
ことから、柏崎・刈羽地域の活力を大きく衰退させることが懸念される。 
  ●原子力発電所の廃炉は、第２章の復興の課題でも示した生産誘発効果約 850億
円と消費支出誘発効果約250億円の、合わせて約1,100億円の経済波及効果を
喪失させることが見込まれる。これに加え、自治体の財政も、自治体税収約300
億円（地方交付税措置を考慮しない場合）が減少することとなるため次第に厳
しい状況に陥り、行政サービスの低下につながることが懸念される。 
  ●さらに、廃炉に伴う電源交付金の削減・廃止は、地域における今後の企業誘致
はもとより、これまで当地域に立地している企業の収益性にも影響を与える可
能性がある。 
 
 ②復興にあたり取り組むべき方向 
  ●当地域においても将来的な人口の減少が予想されている中で、原子力発電所の
廃炉は、6,000人規模の関連従業者をはじめ、地元内の幅広い産業において雇
用機会の喪失につながる可能性は否定できず、他県事例でもみたように大幅な
人口減少を引き起こす恐れもある。 
  ●このため、当地域としては、定住人口の増加に向けて各種施策を図っていくこ
とに加え、人口の大幅な減少を余儀なくされる可能性を想定したうえで、今後
の柏崎・刈羽地域の都市像を再検討する必要がある。 
  ●また、当地域は、原子力発電所の立地に伴って交付されてきた電源立地地域対
策交付金を基に、住民・企業等に対する電力料金の支援や各種公共インフラの
整備が行われてきた。こうした原子力発電所に関連した資金による支援・補助
対象を調査し、これらの資金の削減・廃止後も施設の運営が可能かどうかにつ
いても改めて検討を進めていく必要がある。 
  ●ケース２に関しては、地域構造の抜本的な見直しが必要とされることから、ケ
ース１で示した取り組みに加え、以下に示したような対策が求められる。 
 
 
 
－22－ 
 ア）産業の構造転換 
   企業誘致活動の強化と新規創業の支援  
   ●原子力発電所の廃炉に伴う電源立地地域対策交付金の削減・廃止を受けて、
進出企業等への電力料金に対する補助等も縮小されることになる。このため、
これに代わるインセンティブを検討することにより、企業の撤退防止と進出
促進を図る。 
   ●原子力発電所の廃炉に伴う産業構造の変化に対応するため、地域経済の活性
化と新たな雇用機会の創出に向けて、官民が一体となって、より成長力が高
く雇用創出効果のある新規企業の誘致活動を強化する。 
   ●当地域がこれまで蓄積してきたものづくりの技術を活かし、民間企業と学術
機関等が連携を図りながら、新たな企業の創出を支援する。 
 
     [具体的な取り組み案] 
      ■ 立地企業に対する新たな支援制度の整備・検討 
      ■ 新規企業誘致の積極展開 
      ■ 新規創業に対する支援 
 
   新たな産業の育成  
   ●原子力発電所廃炉後の新たな地域産業の育成に向けて、地域に蓄積された機
械・金属加工の技術を活かし、地元大学等と連携を図りながらロボット産業
等の新たな成長分野に関する研究開発を展開する。 
   ●今回の被災を契機として、日常からの防災、避難所での生活、被災後の復旧
活動など、防災・救災関連分野における新商品・技術開発を地域の企業・学
術機関等と連携を図る。 
 
     [具体的な取り組み案] 
      ■ ロボット等の新分野開拓 
      ■ 防災・救済産業等の新産業育成 
 
－23－ 
 イ）都市構造の抜本的見直し 
   長期的展望に立った新しい都市像の検討  
   ●原子力発電所の廃炉は、これまで地域の雇用・財政・経済面におけるひとつ
の支えを失うことになるため、将来的に地域の経済・社会の構造を大きく変
貌させる可能性がある。 
   ●このため、地域の将来的な方向性として、観光客の集客による交流人口の拡
大を目指す観光都市や、環境・リサイクル型の都市を目指すエコタウンなど、
長期的展望に立った新しい都市像について検討する。 
 
     [具体的な取り組み案] 
      ■ 地域の観光資源を活かした観光都市の検討 
      ■ リサイクルやエコロジーをテーマとしたエコタウンの検討 
 
   都市の構造転換  
   ●原子力発電所が廃炉となった場合には、地域における居住人口の大幅な減少
が懸念される。このため住宅・行政・福祉・商店等の都市機能をより中心市
街地に集約したスモールシティの在り方を検討する。 
   ●都市機能を集約化したスモールシティ構想の中で、インフラ整備等を含めた
都市運営の手法、地元大学の学生と地域住民との交流拠点整備、高齢者が暮
らしやすいまちなみ整備などについて検討する。 
 
     [具体的な取り組み案] 
      ■ 人口減少に対応したスモールシティ構想の検討 
      ■ 効率的で利便性の高いまちづくりの検討 
 
－24－ 
おわりに 
 
  －被災地の復興と再生に向けて－ 
 
 ●冒頭にも示した通り、本ビジョンは被災地の住民、企業、自治体等が今後
の復興計画やまちづくりの方向性を検討する際の基礎的資料を提示したも
のとなっている。 
 ●被災された住民への生活支援等、喫緊の対策については、国の制度や復興
基金の活用等を通じて、国・県・地元自治体等による迅速な支援が求めら
れる。 
 ●一方、今後の被災地の復興計画策定やまちづくりの方向性の検討に関して
は、地元住民・自治体等の関係者が一体となって十分かつ真摯に協議を重
ねながら、都市の将来像を描き、事業実施に移していく必要がある。 
 ●そして、県や国には、市町村や地域住民、企業等の取り組みをサポートし
ていくことが求められる。 
 ●本ビジョンが、その際のひとつの指針となれば幸いである。 
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